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失語症者のための会話支援

※都合により誌面が変更される場合がございます。

1998年，各都道府県は地域リハ支援体制の構築を開始。同時に日本リハビリテー
ション病院協会（当時，澤村誠志会長）は地域リハの普及・啓発活動を行っ

てきた。そのシステムは各都道府県にリハ協議会を設置して，各都道府県地域リハ支援セ
ンターおよび 2 次医療圏域ごとに地域リハ広域支援センターを指定して市町村におけるリ
ハ支援を行うというものである。結果，全国で 44 都道府県に本システムは導入され，広
域支援センターではリハ職に対して“地域リハ活動に資する人材育成”のための教育・研
修を行うとともに，地域における介護予防教室（転倒予防など）等に積極的にリハ職がか
かわりを持つようになっていった。ところが，2006 年に国からの補助金が無くなったのを
契機に徐々に活動停止となり，現在もなお存続している都道府県は 25 に留まっている。
　一方，厚生労働省は団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に，日常生活圏域で

「重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続け
ることができるよう，住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される」地域
包括ケアシステムの構築を方針として提唱し，市町村や都道府県が積極的に推進していく
ことを求めている。そして新たに整理された介護予防・日常生活支援総合事業の中には地
域リハ活動支援事業が導入され，日常生活圏域における介護予防の取り組みとして，地域
ケア会議・住民運営の通いの場（サロン等）などへのリハ職の積極的参画が期待されている。
　このように，今こそ都道府県レベルでの地域リハ支援体制が骨格として存在することが
重要となっている。そして，2 次医療圏レベルでの広域支援センターと日本リハビリテー
ション病院・施設協会が提唱する市町村レベルでの在宅支援リハセンターが強固に連携・
協業して地域包括支援センターやかかりつけ医へのリハ支援，支え合う地域づくりなど地
域包括ケアシステム構築にリハ職が積極的に寄与できる仕組みが求められる。
　日本リハビリテーション病院・施設協会では2016年，地域リハの定義をsocial inclusion
を意識して「障害のある子どもや成人・高齢者とその家族が，住み慣れたところで，一生
安全に，その人らしくいきいきとした生活ができるよう，保健・医療・福祉・介護及び地
域住民を含め生活にかかわるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの立場から
協力し合って行なう活動のすべてを言う」と改定した。まさに地域包括ケアと同じ考え方
であり，急性期から地域生活に至るまでの幅広い地域リハ活動による自立支援を前提とし
た自助・互助（互いに支え合う地域づくり）の仕組みづくりを目指すことの重要性を訴え
ている。今こそ，全国規模での地域リハ支援体制の再構築・進化を期待するものである。
 編集委員　栗原正紀
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